
 第２２号議案 

  品川区立大原児童発達支援センター条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年２月２０日 

                 品川区長  森  澤  恭  子 

   品川区立大原児童発達支援センター条例 

（設置） 

第１条 区内に住所を有する障害児等の福祉の向上を図るため、品川区立大原

児童発達支援センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 障害児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第４条第２項の障害児をいう。 

⑵ 医療的ケア児 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律

（令和３年法律第８１号）第２条第２項の医療的ケア児をいう。 

（名称および所在地） 

第３条 センターの名称および所在地は、次のとおりとする。 

（事業） 

第４条 センターは、法第４３条の児童発達支援センターとして、次に掲げる 

名称 所在地 
品川区立大原児童発達支援センター 東京都品川区戸越六丁目１６番１号 



事業を行う。 

⑴ 法第６条の２の２第２項の児童発達支援 

⑵ 法第６条の２の２第３項の放課後等デイサービス 

⑶ 法第６条の２の２第５項の保育所等訪問支援 

⑷ 法第６条の２の２第６項の障害児相談支援事業 

⑸ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「支援法」という。）第５条第１８項の特定相

談支援事業 

⑹ 医療的ケア児およびその家族に対し地域における交流を促進するため

の事業 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事業 

（利用者） 

第５条 センターを利用することができる者は、次の各号に掲げる事業の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める者とする。 

⑴ 前条第１号から第３号までの事業 法第２１条の５の７第９項の通所

受給者証の交付を受けている保護者に監護される障害児および法第２１

条の６の規定による措置の決定を受けた者 

⑵ 前条第４号の事業 法第２４条の２６第１項に規定する障害児相談支

援対象保護者 

⑶ 前条第５号の事業 支援法第５１条の１７第１項に規定する計画相談

支援対象障害者等（障害児の保護者に限る。）  

⑷ 前３号に掲げる事業以外の事業 区長が適当と認めた者 



（利用手続） 

第６条 第４条の事業を利用しようとする障害児および医療的ケア児ならびに

その保護者は、利用しようとする事業の根拠となる法令または別に区長の定

めるところにより、その利用のための手続を行わなければならない。 

（利用料） 

第７条 第４条第１号から第３号までの事業を利用した障害児の保護者は、利

用した事業の根拠となる法令の定めるところにより算定した費用の額の利

用料を納付しなければならない。 

２ 前項の規定によるもののほか、第４条第１号から第３号までおよび第６号

の事業を利用した障害児および医療的ケア児ならびにその保護者は、別に区

長が定めるところにより、その実費を負担しなければならない。 

（休業日等） 

第８条 センターの休業日は、次のとおりとする。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

２ センターの利用時間は、規則で定める。 

３ 前２項の規定にかかわらず、区長は、必要があると認めたときは、休業日

および利用時間を変更し、または臨時に休業日を定めることができる。 

４ 第１項および第２項の規定にかかわらず、指定管理者（第１０条第１項に

規定する指定管理者をいう。）は、必要があると認めたときは、区長の承認

を得て、休業日および利用時間を変更し、または臨時に休業日を定めること



ができる。 

（損害賠償） 

第９条 センターの利用に際しセンターに損害を与えた者は、その損害を賠償

しなければならない。ただし、区長がやむを得ない理由があると認めたとき

は、これを減額し、または免除することができる。 

（センターの管理等） 

第１０条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって区が指定するもの

（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

２ 指定管理者は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、センタ

ーの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入

として、利用者から収受することができる。 

（指定管理者の指定の手続） 

第１１条 指定管理者の指定を受けようとする団体は、申請書に事業計画書そ

の他規則で定める書類を添付して、区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、事業計画書の内容につい

て、次に掲げる基準を総合的に審査し、センターの管理を行わせるに当たり、

最も適していると認めた団体を候補者として選定するものとする。 

⑴ 利用者の平等な利用およびサービスの向上を図るものであること。 

⑵ センターの適切な維持および管理ならびに管理に係る経費の縮減を図 

るものであること。 

⑶ センターの管理を安定して行う物的能力および人的能力を有している 



ものであること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、第１条に規定する目的を達成するために十

分な能力を有していること。 

３ 区長は、前項の規定により選定した団体を、議会の議決を経た後、指定管

理者として指定するものとする。 

（指定管理者の行う業務） 

第１２条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 第４条に規定する事業の運営に関すること。 

⑵ 利用料金の徴収に関すること。 

⑶ センターの維持および修繕に関すること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、区長が特に必要があると認めた業務 

（指定管理者による個人情報の取扱い） 

第１３条 指定管理者は、その業務に関し取得し、または保有する個人情報の

適切な管理を図るため、個人情報の漏えい、滅失または毀損の防止その他必

要な措置を講じなければならない。 

２ 前条の業務に従事している者または従事していた者は、業務上知り得た個

人情報を正当な理由なく第三者に知らせ、または不当な目的に利用してはな

らない。 

（委任） 

第１４条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

１ この条例は、令和７年９月１日から施行する。ただし、第１０条から第１ 



３条までの規定および次項の規定は、公布の日から施行する。 

２ センターの利用について必要な手続は、この条例の施行の日前においても

行うことができる。 

（説明）大原児童発達支援センターを設置する必要がある。 


